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Ⅰ B20 公的研究機関経営論事始め 
一理化学研究所の 歴史的経過をモデルに 

0 営林正恭 ( 理研 ) 

s1 間題意識 

大学、 国公立の研究機関等の 公的研究機関においては、 これまで管理の 概念はあ っても経営の 概念はほとんど 無きに等 

しかった。 しかし、 これらの機関のあ るものはすでに 独立法人化し、 あ るものはそんなに 遅くな、 ・、 将来独立法人化しようとして 

いる。 その場合、 経営の概俳の 導入は必、 妖であ り、 それなくしてはそのような 改革を行 う 意味そのものを 失わせる可能性が 高 

ぃ 。 それにもかかわらず、 これまで、 公的研究機関を 組織経営という 側面から分析し、 その基本的なあ り方、 経営手法等を 体 

系的に整理することによって、 公的研究機関経営に 求められるものやそれを 効果的に実行する 手法等を明らかにする「公的 

研究機関経営論」とも 言 う べき研究はほとんど 行われてきて。 ないよう。 こ 見える。 この研究を具体化するため、 まず、 上記に述 

べた問題意識を 掘り下げて分析して「公的研究機関経営論」研究のイメージを 具体化し、 次いで、 理化学研究所の 運営にっ 

き 歴史的分析を 行って本研究の 最初の ステ ノブとした。 

S2 これまでの公的研究機関の 運営 

これまで、 公的研究機関においては、 組織として維持運営するための 最小限の管理は 必要とされたが、 研究活動そのもの 

と研究機関運営とを 区別せず一体のものと 考えて、 「経営概俳は 不必、 要であ るか、 むしろ有害であ る」とさえ考えられて 来た 

筋 があ る。 研究活動は研究者個人の 創造性の発露であ り、 十分な資金が 手当されて、 自由にやれるようにするのが 理想であ 

る。 研究者は高度な 専門職であ り、 社会的エリートでもあ るので研究機関の 運営も彼らの 自由に委ねるのがよく、 「経営」とし づ 

各研究者の活動に 拘束を加える 可能性の高いやり 方は好ましくないと 考えられて来たためであ る。 

実態としても、 公的研究機関は 各省庁の附属機関と 位置づけられ、 政策は上部構造であ る本省の権 能、 人事権 は各大臣 

に 属するものとされていた。 機関の長は研究者の ん ラオ サ ( 群の長 ) としての役割がより 期待され、 そのような人が 選ばれること 

が多かった。 従って 、 多くの意志決定は 内部委員会に 図って行 う ものとされており、 専門家のギルド 的組織における 運営に類 

似 のものとなりがちであ った。 事務部門は組織の 管理実務と支援サービスを 行うという二重構造をもっていることが 多い。 

53 公的研究機関への 経営概俳の導入 

ここでは「管理」と「経営」とは 概念として区別して 考えたい。 管理は、 現状が支障なく 運営されているよ う にウオッチ し 、 必 、 要 

な 措置をとって 行くことを主として 行 う 活動であ る。 経営表 1. 主要各国の論文一本の 産出にかかる 費用 

  

事 のやり方等を 動的に変化させて 行くとともに、 将来の 

発展のためと 危機にそなえて 必要な措置をとり、 また、 

危機発生時には、 すばやく、 適格に対応することであ 

る 。 そのため、 対ネ士 会的には良好な 関係を、 また、 組 

織 内のモラル、 秩序および志気の 維持向上を図ること 

が 必要であ る。 しかし、 必要ならば、 一時的な活動の 

停滞や摩擦を 恐れず、 内部の組織、 仕事のやり方、 職 

員の意識を変えることにより、 常に全体システムとして 

組織体を最適化していくことが 求められる。 注 ) 本 推算は科学技術指標 ( 平成 12 年度、 科学技術政策研究所作成 ) か 
ら 試算した。 

S4 経営概俳の導入によって 期待する効果 
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(1) 研究開発の生産性の 向上 
表 2. 主要国の論文枝引用度の 推移 (1981 一 1998 年 ) 

ここでい う 生産性にば質的な 面と量的な面 ・ 2% 

があ る。 表 1( 前ページ ) は主要各国の 論文 
l ㎝ 

の量的生産性に 係る推算結果であ る。 かなり 

粗い試算であ るが、 このくらいに 差異が顕著 翌 8% であ ると、 日本の生産性 " かなり低いと 言える。 被 百 １   
験 丈余 表 件数シェア 

又 、 表 2 は質的生産性に 関するデータと 言え 轟     

よ う 。 マクロ的には、 趨勢として我が 国の生産             
  性は低下しており、 問題があ ると考えざるを 得 

な い     

公的研究機関経営論においては 公的研究 
  

機関の生産性を 改善するための 経営論的方                   l ㎝ 12X 

論文発表件数シェア 

法論を開発したい。 
注 1)  自然科学及び 工学のみの値であ る。 

(2) 公的研究機関経営の 高度化と競争力の 向上 幻 「 年 Ⅱとして 5 年重複 (5overlapplng 一 year)  を m  いた。 
@@-/?@ Institute@ for@ Science@ Information ， "National@ Science@ Indicators@ on 

公的研究機関の 独立行政法人化は、 各機関の自 Dlskette, 1981-1998(Deluxe verslon)" に 基づき科学技術政策研究 

土   性、 日立性を強めることによって、 各機関の競争 
所が集計。 

出所科学技術政策指標 ( 平成「 2 年版．科学技術政策研究所 ) 
力 を高めるとともに、 国全体の研究開発投資の 効率 
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 に思いを巡らせれば、 研究機関経営論は 国の科学技術活動の 効率化、 競争力向上等に 役立つ 他 、 政策の実施に 伴 う、 合 
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成の誤謬としてややもすると 起りがちな画一化、 国全体としての 最適ポートフォリオからの 解離、 萌芽分野研究保護の 弱体 

化等の間題を 事前に予期し、 対策を考慮することも 可能となろ う 。 

s5 公的研究機関経営論のための 理化学研究所の 歴史分析 

理化学研究所は、 1917 年財団法人として 設立されて以来、 太平洋戦争後の 理研コンツェルン 解体と株式会社科学研究 

所 ( 科研 ) への改組 (1948) 、 科研の行きづまりによる 特殊法人化 (1958) という二度の 革命的変革、 次いで宮島理事長によ 

る 1980 年代の改革を 経て今日の姿になっている ( 年表は前ベージ 表 3) 。 この歴史の中で 経営的思考が 窺えるのは 1921 

～ 1945 の大河内所長がトップであ った時期、 1948 ～ 1952 の仁科社長時代、 1980 ～ 1988 の宮島理事長時代であ る。 

( 過去 10 年から現在に 至る時期については 後世の評価にゆだねたい。 ) また、 1961 ～ 1966 の長岡理事長時代につい 

ては、 特殊法人化の 時点で全体の 枠組みが決まっていたこともあ り、 施設の移転整備等環境整備以外の 面において経営的 

意   巴が 希薄な印象はあ るが、 宮島理事長時代の 改革は、 長岡時代のシステムの 枠組内で行った 改革であ ったのであ り、 長 

岡 理事長の経営も 検討の対象とすべきであ ろう。 なお、 仁科時代については、 米 駐留 軍の ケリ一博士の 示唆もあ り、 研究開 

発先導型企業をめざしたが、 産業界の疲弊という 外的環境や職員の 意識、 ノーハウ欠如等の 内部要因に加えて、 仁科社長 

の 急死があ り、 短期間で失敗に 終っている。 したがって、 ここでは検討の 対象とはしないこととした。 

経営的志向のうかがえる 3 時期の理研と 現在の主要な 公的研究機関とを 比較してモデル 分析を行った 結果のうち、 今後 

の 公的研究機関経営を 考える 際 重要と思われるところを 抜粋したのが 表 4 欲 ベージ ) であ る。 

S6 大河内理研経営の 特徴 

経営モデルとしては、 理研を含む現行の 公的研究機関とは 大山 に 異なるといえる。 それは、 ①基礎研究から 事業化まで 

の縦の流れと 物理、 化学、 生物、 工学といった 広がりとを視野に 入れた総合性、 ②学や産までも 巻き込んだ複合性、 ③国の 

政策に適応しつつも 独立性をもった 自立性、 ④研究のマネージメントと 研究所のマネージメントの 分離 ( 前者は主任研究員 

へ、 後者は大河内所長へ ) 、 ⑤所長の経営的強いリーダーシップ、 ⑥大型研究室ユニット 制 、 ⑦技術支援部門、 試作部門の 

重視等が主要ポイントであ ろう。 研究機関経営の 見地から見ると 研究マネージメントと 研究所マネージメントの 分離そして、 そ 

れと表裏 をなす研究機関経営における 所長の強 い リーダージッ プ は特に重要のように 思える。 このような特徴が、 大河内 理 

研 モデルともい う べきべンチャー 活動をも包含した 研究機関経営を 生み出し、 理研コン、 ノエルン と 言われるほどになった。 し 

かし、 このべンチャー 活動をも含む 自立経営は、 大河内個人の 信用 力 、 経営力等があ ってはじめて 可能であ った面も強く、 

そのカリスマ 的、 家父 長的 統治に依存しており、 それは組織されたシステムとして 成 執したものとはなっていなかった。 

また、 社会環境も、 我が国の重化学工業興隆 期 にあ たっているとか、 国産技術奨励が 国の重要政策であ るとか、 軍による 

市場提供とか、 他にライバルとなる 国内の研究組織はほとんどなく 人材を集めやすかったとか 等恵まれた条件下にあ ったこと 

も事実であ る。 

このモデルが 現在の社会環境のもとにおいてそのまま 適用することには 無理があ るとも言えるが、 新技術による 新産業創 

出が強く期待されている 現在、 非常に魅力的なモデルの 一 つ であ ることは確かであ り、 学ぶべき点も 多いのではなかろうか。 

s7 現行理研モデルの 特徴 

現行の公的研究機関の 運営には、 理研を含め、 似たところが 非常に多い。 少なくとも大河内理研モデル 程の特色はない。 

理研の現在は、 宮島改革によって、 他に先がけて、 ①任期 付 任用職員によるプロジェク タト 実施するシステムの 設置、 ②組 

織評価制の導入、 ③民間との交流、 ④ライフザイエンス 事業の取組み 等が行なわれ、 その後も理研ベンチャーへの 取組み 

等 追加的動きが 行われた成果であ る。 これらの動きは、 その後、 他の公的研究機関に 波及しており、 現在においては 見かけ 

上大きな差異はない。 産業技術総合研究所 ( 産 総研 ) ば 、 工業技術院傘下の 研究所の改組にあ たり理研のシステムをよく 研 

究 された結果であ るのであ ろうか、 多くの類似点が 目につく 他 、 積極的に経営マインドをもって 運営しょうという 姿勢がうかが 

える。 

s8 本研究の今後の 展開 

今後引続き S4 で述べた「公的研究機関経営論」の 各課題に取り 組んで行くこととしたい。 なお、 ぜひ各方面のいろいろな 
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方々が「公的研究機関経営論」の 研究に参入され、 今後活発な議論が 行われることを 期待したい。 

当面の仕事としては 次の 3 点を進めようとしている。 

1) 54(1) で述べた公的研究機関全体の 生産性に関するマクロ 的議論を精微化し、 その各国間差異の 要因を明らか 

にする。 次いで個々の 公的研究機関の 生産性への拡張の 可能性について 研究する。 さらに、 公的研究機関の 生産 

性 測定に関する 他の手法についても 検討する。 

2) モデル分析の 対象を海外の 著名なあ るいは成果が 大いにあ がっている研究機関に 広げて、 そのモデルが 成立して 

要る対覚的環境条件との 相関を含め解析し、 日本のシステムとの 差異等について 分析する。 

3) 公的研究機関と 一般の企業経営及び 組織経営との 共通性および 異質性を分析し、 現在の経営学の 方法論、 分析 

手法等のうち 公的研究機関経営に 適用出来るものを 明らかにするとともに、 適用の限界、 問題点等を把握する。 ま 

た、 この作業の中から 公的研究機関経営の 新しい方法論等が 案出できれば 幸いであ る。 

表 4. 各モデル間の 運営のやり方の 差異に関する 分析 

  大河内理研 現行理研 佳祐 研 他の独立行政法人 研究 枝閏 国立大学 簿 

  独立的 程度 ) ( 国からの資金は 50%-30%     同友 同 友 同友 

実質的な人ヰ 正規僻見については 所長 _ 系列あ り センター長 理さ 畏 (?) あ @@S 会 (?) 
執行者 非正規 職 見については 主任研究 貝 主任研究員会 臆 部門長 

センター長の 送 択 ( サーチメカニスム あ 企画本部 

  資金 自家調達 る契約及びバラント & び国 とのプロジェクトによ 国   (   一部 N これも結局国 巨 DO 全体の )   国 ( 一部グラント ) 

資源配分 所長 主任研究員会 紙 各センター長 理事 長 (?) 教授会 ? 
( 命 、 スペース ) センタ一にあ ってはセンター 長 き B 「 ヨ畏 ( 平等土圭 的 ) 

対毎 理工学全分野 地 ) ( 物理・化学・ 工学・その理工学全分野、 但し基礎へ傾斜 産業技術基礎の 応用まで 一部 力ら 各技術分野、 一部から応用まで 基礎の 定められた学術分野の 基礎研究 
基礎も応用も、 実用化も、 生産も ( 研究者の自由な 判断 ) 

研究ユニットの 大きさ 大研究室 中 研究室 大研究室 ( 小 研究室 + 個人研究 ) 中 研究室土山研究室 l 」 ¥ モ肝ヲ SS@ 室 

( 二重構造 ) 少数の終身位 且と 少数 
研究室内の終身職員少数の 終身 職且 (2. 3 人 ) と 多故の非   Ⅲ S ではけ 3-1/2 程度の終身職員と 残 多数の終身 俺具 と少数の 多数の終身 職貝 と少 の 大学院学生、 & び   

と 非終身世具 終身鞍具 りの学生・ポスドウ 等 任期 付職貝 数の任期 付 職員 少数のポス ドク 

主な特 棋 ( 実耳 的なもの )   センタ一では 金貝非終身 職 耳 

機関評価 なし ( しかし、 収入に直結 ) 外部委貝を含む 委員会方式 同友 同左 同友 ( 大学評価・学位 授 

研究所経営と マネージメント 研究活 基本的に分離 あ いまし   基本的に分離 一体的 (?) 同友 

経営者 経営者 経営者 経営者 監理史佳肴 
研究部門 ( 主任研究員 ) 継続研究部門 経宮 企画部門 研究部門 研究部門 

組綬 括造 ( 骨格 ) 拙作・工務部門 プロジェクト 研究部門 継続研究部門 ヰ持交接部門 ( 教育部門 ) 

生産販売部門 ( 国策研究 ) プロジェクト 研究部門 一部の研究機関に 営企画部門 経 ヰ持支援部門 

( 関係会社を含む ) ヰ持支援部門 $ 務 支援部門 

か」スマ 的 、 家父主 的 統治 有名研究者 研究世界へのプレゼンス x は研究管理経験者による 同 友 日方 同友 

現状の恩逆運用 教授会による 選挙 経営リスク負担   
  資 全負担 ゆるやかな変化を 前提とした運営 
  ウ業投文負担 

共同利用機関にあ って 
は評仮員 会の権 限強い 

経営者トップの 役割箸     借用提供 経営力提供 

  ネットワークカ   
研究の中味は 主任にまかせる 
資金調達と資源配分 

  
界人による設立 国内の トッ フリーダー的研究者と 財 発予算大山 科学技術創造立国論と 培 政府の研究開 所の高度成長とそれに する外部からの l990 年代の理化学研究 高 い評価 対 究機関では実施するは のは不適当 民間あ るいは他の研・ 施設の所有 共同研究機関にあ 大学人による 大規模 って 

木モテルを成立させ るほせた ) 迅境 条件   国策としての 設立 ぷ繋 鶴首 孟 % 撰綴葮恩 # ヂ "" 、 計 0i 聚ま 聲甥鮎膣は聖   行政改革の一斑とし 
  て 国立試験研究機関 

  日本の重化学工業の 再度成長期   科学技術庁の 身柱 さ   国による資金の 前面提供の独立行政法人化 
( 交付金 ) 

  安全保障上の 理由からの国産奨励   理研の先手を 取った改革 ( 宮島 理 年長 
の劫 き 時代   )       平価の溥 入   他の条件については． 次 
  国 ・軍の強力な 支援 列の他の独立行政法人 研 

  任期前研究者によるプロジェクト 研究機関と同じ 
究 システム 

  産学官連携の 棋 索 

  研究者の世代交替 

-@  工 92  -- 


